
平成２９年度

菊陽町下水道事業会計補正予算書（第３号）

熊本県菊池郡菊陽町





  （総　　則）
第　１　条　　平成２９年度菊陽町下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

  （収益的収入及び支出の補正）
第　２　条　　平成２９年度菊陽町下水道事業会計補正予算（第２号）（以下「補正予算（第２号）」という。）第２条に定めた
　収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科　　　目）

　第　１　款 事業収益 千円 千円 千円
　　第　１　項 　営業収益 千円 千円 千円
　　第　２　項 　営業外収益 千円 千円 千円
　　第　３　項 　特別利益 千円 千円 千円

　第　１　款 事業費用 千円 千円 千円
　　第　１　項 　営業費用 千円 千円 千円
　　第　２　項 　営業外費用 千円 千円 千円
　　第　３　項 　特別損失 千円 千円 千円
　　第　４　項 　予備費 千円 千円 千円

平成２９年度菊陽町下水道事業会計補正予算（第３号）

（既決予定額） （補正予定額） （計）

収　　　入

１,３５０,７７８ １,０６７ １,３５１,８４５
９０２,７９８ ９,２００ ９１１,９９８
４３７,９８０ △８,１３３ ４２９,８４７
１０,０００ １０,０００

支　　　出

１,３３８,２１２ ８,１８２ １,３４６,３９４
１,１３８,３７１ ６,５４２ １,１４４,９１３

１７９,８４１ １,６４０ １８１,４８１
１０,０００ １０,０００
１０,０００ １０,０００
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  （資本的収入及び支出の補正）

（科　　　目）

　第　１　款 資本的収入 千円 千円 千円
　　第　１　項 　企業債 千円 千円 千円
　　第　２　項 　出資金 千円 千円 千円
　　第　３　項 　負担金 千円 千円 千円
　　第　４　項 　補助金 千円 千円 千円
　　第　５　項 　交付金 千円 千円 千円
　　第　７　項 　その他資本的収入 千円 千円 千円

　第　１　款 資本的支出 千円 千円 千円
　　第　１　項 　建設改良費 千円 千円 千円
　　第　２　項 　企業債償還金 千円 千円 千円
　　第　３　項 　投資 千円 千円 千円
　　第　４　項 　予備費 千円 千円 千円２,２００ ２,２００

６００,４７０ ６００,４７０
６１ ６１

支　　　出

９７８,７５９ △７１,６２４ ９０７,１３５
３７６,０２８ △７１,６２４ ３０４,４０４

１１９,０００ △２９,８４７ ８９,１５３
８１２ ６,９５９ ７,７７１

４１,７９０ ５,５４２ ４７,３３２
３３,２９１ △９,８７８ ２３,４１３

３０６,９００ △４３,８００ ２６３,１００
１２６,４１７ １２６,４１７

第　３　条　　当初予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額３５０，５４９千円は、過年度
　分損益勘定留保資金４，７７７千円、当年度分損益勘定留保資金３１９，４７２千円、減債積立金１３，１７０千円及び当年
　度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１３，１３０千円で補 するものとする。」を「資本的収入額が資本的支出額に
　対して不足する額３４９，９４９千円は、過年度分損益勘定留保資金８，５９３千円、当年度分損益勘定留保資金３１８，２
　６９千円、減債積立金１３，１４８千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額９，９３９千円で補 するもの
　とする。」に改め、補正予算（第２号）第３条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（既決予定額） （補正予定額） （計）

収　　　入

６２８,２１０ △７１,０２４ ５５７,１８６
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  （企業債の補正）
第　４　条　　当初予算第５条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を、次のとおり変更する。

  （議会の議決を経なければ流用することができない経費の補正）
第  ５  条　　当初予算第８条に定めた経費の金額を次のように改める。

（科　　　目）

職員給与費

  （他会計からの補助金の補正）
第  ６  条　　補正予算（第２号）第４条中「１１７，７０１千円」を「９３，０６９千円」に改める。　　

平成３０年２月２７日提出

菊陽町長 後　藤　三　雄

償還の方法
起債の目的

補正前 補正後

限度額（千円） 起債の方法 利率 限度額（千円） 起債の方法 利率 償還の方法

流域下水道事業分 12,400
証書借入
又は

証券発行

５％以内
４０年以内（据置期
間５年以内　半年賦
元利均等償還又は半
年賦元金均等償還）
ただし、企業財政そ
の他の都合により、
据置期間及び償還期
間を短縮し、又は繰
上償還若しくは、低
利債に借り換えるこ
とができる。

（計）

補正前に
同じ

補正前に
同じ

補正前に
同じ

流域関連公共下水
道事業分

169,100
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行なった後に
おいては当該見直し
後の利率）

137,700

　４８，０５５千円 １，３３９千円 ４９，３９４千円

計 306,900 263,100

（既決予定額） （補正予定額）
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付　　属　　書　　類
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

1 事業収益 1,350,778 1,067 1,351,845

１．営業収益 902,798 9,200 911,998

１．下水道使用料 763,369 9,200 772,569 委託徴収分

２．他会計負担金 133,647 133,647

４．その他営業収益 5,782 5,782

２．営業外収益 437,980 △ 8,133 429,847

１．受取利息及び配当金 61 61

２．他会計補助金 74,410 △ 14,754 59,656 一般会計繰入金（公共下水道事業）

４．長期前受金戻入 363,363 6,621 369,984

６．雑　収　益 146 146

３．特別利益 10,000 10,000

３．その他特別利益 10,000 10,000

1,350,778 1,067 1,351,845

平成２９年度　菊陽町下水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

1 事業費用 1,338,212 8,182 1,346,394

１．営業費用 1,138,371 6,542 1,144,913

１．管渠費 342,337 △ 5,881 336,456 修繕費△4,000 委託費△2,000 職員給与費119

２．ポンプ場費 17,744 △ 945 16,799 修繕費△1,000 職員給与費55

３．セミコンテクノパーク
　　維持管理費

18,436 32 18,468 職員給与費32

４．処理場費 13,352 13,352

５．総係費 60,873 600 61,473 委託費（大津菊陽水道企業団）

６．減価償却費 685,629 685,629

７．資産減耗費 12,736 12,736 固定資産除却費

２．営業外費用 179,841 1,640 181,481

１．支払利息 166,139 166,139

３．消費税及び地方消費税 13,701 1,640 15,341 消費税及び地方消費税申告納税額

４．雑支出 1 1

３．特別損失 10,000 10,000

３．災害による損失 10,000 10,000

４．予備費 10,000 10,000

１．予  備  費 10,000 10,000

1,338,212 8,182 1,346,394支　出　合　計
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１資本的収入 628,210 △ 71,024 557,186

１．企業債 306,900 △ 43,800 263,100

１．企業債 306,900 △ 43,800 263,100 流域下水道事業債、公共下水道事業債

２．出資金 126,417 126,417

１．出資金 126,417 126,417

３．負担金 41,790 5,542 47,332

２．受益者負担金 31,892 31,892

３．工事負担金 9,898 5,542 15,440 他団体負担金（熊本市、合志市）

４．補助金 33,291 △ 9,878 23,413

３．他会計補助金 33,291 △ 9,878 23,413
一般会計繰入金（公共下水道事業△5,878
農業集落排水事業△4,000）

５．交付金 119,000 △ 29,847 89,153

１．交付金 119,000 △ 29,847 89,153 社会資本整備総合交付金

７．その他資本的 812 6,959 7,771

　　収入 １．その他資本的収入 812 6,959 7,771
熊本北部流域下水道建設負担金清算金（合
志市）

628,210 △ 71,024 557,186

資本的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１資本的支出 978,759 △ 71,624 907,135

１．建設改良費 376,028 △ 71,624 304,404

１．施設費 376,028 △ 71,624 304,404
公共下水道事業△67,624
農業集落排水事業△4,000

２．企業債償還金 600,470 600,470

１．企業債償還金 600,470 600,470

３．投資 61 61

１．投資 61 61

４．予備費 2,200 2,200

１．予備費 2,200 2,200

978,759 △ 71,624 907,135支　出　合　計
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当期純利益 1,829,604

　　　固定資産減価償却費 685,629,000
　　　固定資産除却費 12,736,000
　　　賞与･法定福利費引当金増減額（△は減少） 131,073

　　　長期前受金戻入 △ 369,984,000

　　　受取利息及び受取配当金 △ 61,000

　　　支払利息 166,139,000

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 237,019

　　　未払金増減額（△は減少） △ 5,824,396

　　　その他 △ 10,163,627

　　　　　小計 480,194,635

　　　利息及び配当金の受取額 61,000

　　　利息の支払額 △ 166,139,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 314,116,635

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 382,655,792

　　　無形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 6,185,185

　　　交付金による収入 84,423,000

　　　受益者負担金・分担金による収入 31,642,550

　　　他会計補助金による収入 30,190,480

　　　他団体負担金による収入 15,440,000

　　　その他資本的収入 7,771,000

　　　基金積立 △ 61,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 219,434,947

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の発行による収入 299,600,000

　　　企業債の償還による支出 △ 600,468,348

　　　他会計出資金の受入 126,417,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 174,451,348

４　資金増減額 △ 79,769,660

５　資金期首残高 197,403,927

６　資金期末残高 117,634,267

平成２９年度予定キャッシュフロー計算書（間接法）

（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

-
 
1
0
 
-



（１）総括

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

給　与　費　明　細　書

（単位：千円）

区　　分
職員数（人） 給　　与　　費

法定福利費 合計
特別職 一般職 報酬 給料 賃金 手当等 計

補
正
前

損益勘定
支弁職員

4 14,085 7,996 22,081 4,337 26,418

資本勘定
支弁職員

3 10,355 7,561 17,916 3,721 21,637

合　計 7 24,440 15,557 39,997 8,058 48,055

補
正
後

損益勘定
支弁職員

4 14,085 8,163 22,248 4,376 26,624

資本勘定
支弁職員

3 10,355 8,694 19,049 3,721 22,770

合　計 7 24,440 16,857 41,297 8,097 49,394

比

較

損益勘定
支弁職員

167 167 39 206

資本勘定
支弁職員

1,133 1,133 1,133

合　計 1,300 1,300 39 1,339

（単位：千円）

職
員
手
当
等
の
内
訳

区分
期末
手当

勤勉
手当

時間外手
当

扶養
手当

通勤
手当

住居
手当

管理職
手当

児童
手当

用地交渉
手当

日直
手当

地域
手当

補正前 6,025 3,723 2,683 871 150 924 461 720

補正後 5,762 4,004 3,716 1,105 157 876 457 780

比較 △ 263 281 1,033 234 △ 4 60

（単位：千円）
区分 増減額 増減事由別内訳 備考

7 △ 48

給料

給与改定に伴う増減分 ―

普通昇級に伴う増加分 ―

昇給期間短縮に伴う増加分 ―

その他の増減分 ―

職員手当等 1,300

制度改正に伴う増減分 ―

その他の増減分 1,300

期末手当　△263
勤勉手当　　281
時間外手当1,033
扶養手当　　234
通勤手当　　　7
住居手当　 △48
管理職手当　△4
児童手当　 　60

-
 
1
1
 
-



円 円 円 円

1 固定資産
(1) 有形固定資産

イ土地 1,691,857,584
ロ建物 145,338,561

減価償却累計額 51,656,033 93,682,528
ハ構築物 23,365,219,752

減価償却累計額 3,341,931,635 20,023,288,117
ニ機械及び装置 785,361,144

減価償却累計額 370,451,473 414,909,671
ホ車両運搬具 1,593,727

減価償却累計額 1,434,229 159,498
ヘ工具器具及び備品 2,328,473

減価償却累計額 1,536,714 791,759
ト建設仮勘定 97,672,071

有形固定資産合計 22,322,361,228
(2) 無形固定資産

イ施設利用権 792,096,117
無形固定資産合計 792,096,117

(3) 投資その他資産
イ基金 172,903,037

投資合計 172,903,037
固定資産合計 23,287,360,382

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 117,634,267 117,634,267
(2) 未収金

イ営業未収金 77,619,497
ロ営業外未収金 0
ハその他未収金 1,779,400
ニ貸倒引当金 △ 3,565,545 75,833,352

(3) 貯蔵品 178,260 178,260
流動資産合計 193,645,879
資産合計 23,481,006,261

平成２９年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表
（平成３０年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
 
1
2
 
-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 7,200,569,546 7,200,569,546

固定負債合計 7,200,569,546

4 流動負債
(1) 一時借入金 0
(2) 企業債

イ 594,021,158 594,021,158

(3) 未払金
イ営業未払金 23,644,400
ロ営業外未払金 9,124,950
ハその他未払金 51,770,000 84,539,350

(4) 引当金
イ賞与引当金 3,218,000
ロ法定福利費引当金 647,000 3,865,000

(5) その他流動負債
イ預り金 13,544,640 13,544,640

流動負債合計 695,970,148

5 繰延収益
(1) 長期前受金 14,107,458,784
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 2,168,951,179

繰延収益合計 11,938,507,605
負債合計 19,835,047,299

円 円 円

6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,714,988,725
ロ繰入資本金 490,637,000
ハ組入資本金 382,813,800 2,588,439,525

資本金合計 2,588,439,525

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,056,745
ロ受贈財産評価額 18,969,269

資本剰余金合計 855,026,014
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 29,316,810
ロ利益積立金 0
ハ建設改良積立金 122,641,591
ニ当年度未処分利益剰余金 50,535,022

･その他未処分利益剰余金変動額 (13,148,000)
･繰越利益剰余金 (35,557,418)
･当年度純利益 (1,829,604)

利益剰余金合計 202,493,423
剰余金合計 1,057,519,437
資本合計 3,645,958,962
負債資本合計 23,481,006,261

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
1
3
 
-



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却方法
イ．有形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　建物　　　８～３７年
　　　構築物　　１０～５０年
　　　機械及び装置　　６～３５年
　　　車両運搬具　　４～６年
　　　工具器具及び備品　　４～８年

ロ．無形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　施設利用権　　　３５年

（２）引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

ロ．退職給与引当金

ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

３．セグメント情報に関する注記
（１）報告セグメントの概要

イ．報告セグメントの決定方法

貸借対照表等に関する注記

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して
　いる。

　  職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給与
　引当金は計上していない。

　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、事
　業年度末における支給見込額に基づき、事業年度の負担に属する額を計上している。

　　　菊陽町下水道事業は、公共下水道、農業集落排水事業の２事業を運営しており、各
　　事業毎に運営方針等を決定していることから「公共下水道事業」及び「農業集落排水
　　事業」の２つを報告セグメントとしている。

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち「下水
道に対する繰出基準」に基づき、企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負担する
と見込まれる額は２，５６０，０００千円である。

-
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-



ロ．各報告セグメントの事業内容は次のとおりである。

事業区分

公共下水道事業

農業集落排水事業

（２）各報告セグメントの営業収益等

イ． 平成２９年度予定（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）
（単位：円）

事業区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 846,298,518 8,051,925 854,350,443

営業費用 1,062,219,948 52,349,771 1,114,569,719

営業損益 △ 215,921,430 △ 44,297,846 △ 260,219,276

経常損益 4,470,466 △ 3,381,603 1,088,863

セグメント資産 22,696,225,445 784,780,816 23,481,006,261

セグメント負債 19,252,600,962 582,446,337 19,835,047,299

その他の項目

他会計繰入金 176,980,000 26,323,000 203,303,000

減価償却費 655,629,000 30,000,000 685,629,000

特別利益 10,000,000 0 10,000,000

特別損失 9,259,259 0 9,259,259

ロ． 平成２９年度予定（平成３０年３月３１日）
（単位：円）

区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 61,994,142 △ 11,459,120 50,535,022

その他未処分利益剰余
金変動額 13,148,000 0 13,148,000

繰越利益剰余金 43,634,935 △ 8,077,517 35,557,418

当年度純利益 5,211,207 △ 3,381,603 1,829,604

事業の内容

公共下水道事業の維持管理、汚水・雨水管渠の整備

農業集落排水事業の維持管理、汚水管渠の整備

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

385,427,090 3,413,887 388,840,977
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